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平成２７年第１回長与町議会定例会 

議事日程（第１号） 
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２ － 会期の決定  

３ － 施政方針説明  
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１２ ９ 長与町介護保険条例の一部を改正する条例  
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平成２６年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第２号）
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３２ ２９ 
平成２７年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特
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平成２７年第１回長与町議会定例会会期日程（案） 

◎ 会 期  ３月３日（火） ～ ３月２０日（金） １８日間 

月 日 曜 時間 区分 備考 

３

３ 火
 9：30 本会議 

議長報告、行政報告、施政方針説明 

議案上程（提案理由説明） 

  （議案調査）      （全員協議会） 

４ 水  9：30 本会議 

一般質問（５名） 

（午前）西岡議員  ・吉岡議員 

（午後）安部議員  ・分部議員  ・饗庭議員 

５ 木  9：30 本会議 

一般質問（５名） 

（午前）内村議員  ・安藤議員 

（午後）堤議員   ・喜々津議員 ・河野議員 

６ 金  9：30 本会議 
一般質問（２名） 

（午前）西田議員  ・金子議員 

７ 土 － 休 会  

８ 日 － 休 会  

９ 月  9：30 本会議 
議案に対する質疑・採決（委員会付託以外の議案） 

議案に対する質疑・付託（委員会付託議案） 

10 火  9：30 委員会 付託案件審査 

11 水  9：30 委員会 付託案件審査 

12 木  9：30 委員会 付託案件審査 

13 金  9：30 委員会 付託案件審査 

14 土 － 休 会  

15 日 － 休 会  

16 月  9：30 委員会 付託案件審査 

17 火  9：30 委員会 付託案件審査 

18 水  9：30 委員会 付託案件審査 

19 木  9：30 委員会 
付託案件審査予備日 

委員長報告取りまとめ 

20 金  9：30 本会議 委員長報告、採決(委員会付託議案) 
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◎ 一 般 質 問 

期日 質 問 者 及 び 質 問 項 目 ページ 

４

日

西 岡  克 之   議 員 

① ２０１４年度補正予算について 

② 福祉政策について 

③ 本町の公共事業について 

４４ 

吉 岡  清 彦   議 員 

① 「まち・ひと・しごと」なる長与創生の取り組みについて 

② 少子化対策や高齢化対策について 

③ 道路の整備について 

６１ 

安 部    都   議 員 

① 幼稚園、保育所、認定こども園の制度と支援策について 

② 公契約条例（公共工事における賃金等確保条例）の制定について

③ リフォーム助成制度の復活について 

７４ 

分 部  和 弘   議 員 

① 第８次総合計画の推進状況について 

② 安全安心な街づくりについて 

③ 被爆７０周年の取組みについて 

９１ 

饗 庭  敦 子   議 員 

① 子育て支援の充実について 
１０５ 

５

日

内 村  博 法   議 員 

① 地方創生について 

② 農業の課題について 

③ 学校教育の課題について 

１２８ 

安 藤  克 彦   議 員 

① 選挙の投票率の現状と向上への取組について 

② 水資源の有効利用について 

１４４ 

堤    理 志   議 員 

① 平成２７年度の町の活性化策について 

② 公共工事入札について 

１６０ 

喜々津  英 世   議 員 

① 長崎国体等の総括及びねんりんピックへの取り組みについて 

② 国体後のスポーツ振興について 

③ 大村湾の越波対策について 

１７６ 

河 野  龍 二   議 員 

① 町内道路および交通環境について 

② 子育て支援について 

③ 新図書館建設について 

１９１ 

12
日

西 田    敏   議 員 

① 新図書館建設について 
２１２ 

金 子    恵   議 員 

① 本町の「地方創生」への取り組みについて 

② 環境行政について 

２２５ 
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                             （開会 ９時３０分） 

議  長 （山口経正議員） 

 皆さん、おはようございます。 

 ただいまから平成２７年第１回長与町議会定例会を開会いたします。 

 これから本日の会議を開きます。 

 日程に入るに先立ち、諸報告を行います。 

 １の議長報告でありますが、お手元に配付したとおりでありますので、説

明を省略いたします。 

 次に、本日まで受理した請願はありません。陳情については、お手元に配

付した請願・陳情文書表のとおり１件で、参考配付といたしております。 

 次に、２の行政報告の発言を許します。 

 町長。 

町  長 （吉田愼一君） 

 改めまして、皆さん、おはようございます。 

 平成２７年第１回長与町議会定例会をお願いしましたところ、議員各位、

大変御多用の中に御出席をいただき、厚く御礼を申し上げるところでござい

ます。 

 皆様方におかれましては、今期、４年を経過し、最後の定例会でございま

すが、この間、町政推進に当たり、御高配、御交情を賜りましたことに心よ

り感謝申し上げる次第でございます。 

 本日から開会をしていただくわけでございますが、本議会におきましても

多くの議案をお願いいたしております。長期間になろうかと思いますが、ど

うぞよろしく御審議をいただき、御決定をいただきますようお願いを申し上

げるところでございます。 

 それでは、報告をさせていただきます。まず、時津町と共同で進めてまい

りました熱回収施設でございますが、予定どおり昨年末に建設工事を完了し、

ことし１月１５日の火入れ式を経て、４月からの本稼働へ向け、現在焼却炉

の試験燃焼を初めとする機器の試運転を行っているところでございます。町

内で処理できることで、これまでの長崎市への運搬に係ります熱燃料費の削

減はもとより、処理費用につきましても、ＤＢＯ方式、公設民営方式を採用

したことによりまして、終了までの２６年間の平均で毎年おおよそ４,００

０万円の経費削減を見込んでいるところでございます。あわせまして、４月

からは、これまで県外で処理を行ってまいりました可燃性粗大ごみや可燃性

残渣などがこの施設で焼却処理することが可能となり、これも大幅な経費の

削減となってまいります。これは、平成２０年１０月に長与町、時津町の一

般廃棄物の処理について、総合的かつ効率的に共同処理を行う目的で、長

与・時津環境施設組合を設立して以来、およそ６年の年月を費やして、やっ

と町民の皆様に納得いただけるような立派な施設が完成の運びとなったもの

でございます。これも、ひとえに地元自治会、地権者並びに議員各位の御理

解と御協力のたまものと感謝申し上げる次第でございます。 

 次に、少子化対策として、国、県におきましても力を入れております結婚
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相談事業でございますが、本町でも定住人口の増加及び福祉の増進、地域の

活性化を目的に昨年の４月から本格的に取り組んでまいっております。現在

までの登録者数は、男性３８名、女性７５人の合計１１３人となっておりま

す。相談員による相談件数は３００回を超え、また、お見合い実施の回数は

実に４７回を数えます。登録者は２０代から７０代と年齢層も幅広く、これ

まで２回の趣向を凝らしたイベントを開催いたしました。第１回目のイベン

トは潮井崎公園でバーベキューを実施し、５組のカップルが誕生しておりま

す。また、第２回はＪＲを貸し切り、大村にありますシュシュでのソーセー

ジづくりを中心としたイベントを開催しました。誕生したカップルは８組で

ございました。このほか、登録者の中で年齢を限定し、少人数で食事をしな

がらゆっくり話す企画も実施をしております。気になります成果でございま

すが、このたび長与町結婚相談事業を始めて第１号となります婚約されたカ

ップルが誕生いたしましたので御報告をさせていただきます。 

 次に、先月２月１日でございますが、上長与地区コミュニティー地区づく

り部会からの申し出によりまして、ほっとミーティングを開催しております。

会場いっぱいに入られたおよそ７０名の皆さんと、町が推進する事業で特に

関心が高い地区コミュニティーのあり方、学校選択制、長与町コンパクトシ

ティー計画、新図書館などについてざっくばらんな形で意見交換をすること

ができました。中でもコンパクトシティー構想関連では、交通渋滞の懸念や

公共交通機関に関する意見のほか、通学補助のあり方や通学路の整備、子供

たちが安全に集まれる場所についてなど、子育て世代の抱える悩みについて

も貴重な御意見をいただいております。また、今回、町のホームページ上で

紹介しておりますが、ほっとミーティングに参加されての率直な感想をいた

だき非常にありがたく思っているところでございます。 

 これと同じく、町民の身近な御意見を広くお聞きするものとして、町内６

カ所に設けてあります町民提案箱でございますが、多くの御提案、御意見を

いただくようになってまいりました。いただいた御提案、御意見につきまし

ては、所管課と協議し、必ず御本人へ回答するようにいたしているところで

ございます。その他、お手元に配付のとおり、多くの会議、事業があってお

ります。次に載せております５,０００万円未満の入札結果とあわせて御参

照いただければと存じます。以上でございます。 

議  長 （山口経正議員） 

 以上で行政報告を終わります。 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定により、１０番、西岡克之

議員、１１番、岩永政則議員を指名いたします。 

 日程第２、会期の決定の件を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から３月２０日までの１８日間と

いたしたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議  長 （山口経正議員） 
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 異議なしと認めます。 

 よって、会期は本日から３月２０日までの１８日間に決定しました。 

 日程第３、施政方針の説明を許します。 

 町長。 

町  長 （吉田愼一君） 

 それでは、２７年度施政方針について申し上げます。 

 本定例会におきまして、平成２７年度の一般会計を初め、各特別会計、企

業会計の当初予算や多くの条例等の議案の御審議をお願いするに当たり、町

政の施策に対する所信の一端を申し上げ、議員各位を初め、町民の皆様の御

理解と御協力を賜りたいと存じます。 

 我が国におきまして、安倍内閣の経済財政対策により、長年続いた景気低

迷からようやく脱却しつつあり、景気は緩やかではありますが回復の兆しが

見え始めているようでございます。今後は、地方の隅々まで、国民一人一人

がこの景気回復を実感することができるようになることが何より重要である

と考えております。 

 政府は、昨年１２月に、日本の人口の現状と将来の姿を示し、今後目指す

べき将来の方向を提示する、まち・ひと・しごと創生長期ビジョンと、これ

を実現するために、今後５カ年の目標や施策の基本的な方向を示した、ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略を取りまとめたところでございます。この中

では、世界に類を見ないスピードで進行している人口減少、超高齢化社会の

原因を少子化と東京への一極集中としており、結婚から出産、子育てまでの

切れ目のない支援や都市部から地方へ移転しやすい環境づくりを掲げており

ます。あわせて地方創生を国と地方が一体となり、中長期的視野に立って取

り組むため、全自治体に対して具体的な施策をまとめた地方版総合戦略の策

定を要請しているところでございます。 

 また、長崎県におきましても、市町に対する県単独事業補助金、国庫補助

事業の継ぎ足し補助金等についての徹底した見直しが予定されており、町財

政に及ぼす影響は大きいものと考えております。 

 本町といたしましても、こうした国政や県政の流れを注視しつつ、県の発

展のため、町の発展のため、また、町民の皆様が日々の生活を明るく豊かに

送れますよう、議会の皆様や町民の方々から多くの御意見、御指導と御協力

をいただき、住みたい、住み続けたい、住んでよかった、と言われるような

幸福度日本一のまちを目標に、今後も引き続き取り組んでまいります。 

 本町の平成２７年度の予算編成につきましては、高齢化の進展や福祉ニー

ズ等の増大に伴い、扶助費等の社会保障、福祉関係経費の増加に加え、高田

南土地区画整理事業、西高田線街路事業など、投資的経費の増加及びそれら

の事業に伴う町債の新規発行も増加傾向でございます。また、それを補う歳

入につきましては、現在のところ景気回復の実感もなく、依然として大変厳

しい財政状況であり、重要な一般財源である町税や地方交付税についても厳

しい状況になるものと思われますので、基金の取り崩し等により予算編成を

しているところでございます。今後も、多額の経費を要する事業が続くもの
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と考えられ、町債の償還も増加することから、事務事業の効率的な執行を図

り、財政の健全性を維持してまいりたいと考えております。 

 それでは、平成２７年度におけます重点施策につきまして、所管ごとに説

明をさせていただきます。 

 まず、総務部でございますが、消防防災関係につきましては、駐車スペー

ス狭隘なために、消防団から強く要望されておりました第６分団の格納庫を

高田南土地区画整理事業地内に移設を予定いたしております。 

 選挙関係では、最も身近な統一地方選挙が執行されます。４月３日告示、

１２日投票の長崎県議会議員一般選挙、４月２１日告示、２６日投票の長与

町議会議員一般選挙が予定されております。特に長与町議会議員一般選挙は、

今後４年間の町政を託す選挙でもございますので、明るい選挙推進協議会と

連携し、投票率のアップ等、選挙啓発に努めてまいりたいと考えております。 

 財政運営につきましては、継続中の事業や老朽化した公共施設のインフラ

整備など、多額の財源を必要とする事業が考えられ、今後とも大変厳しい財

政運営が続くことが予測されるところでございます。そのような中で、国庫

補助等の財源確保を図るとともに、限られた財源で最大の効果を生み出すよ

う、事業の選択と集中、必要性と緊急性を見きわめ、予算の重点配分を図り

ながら、財政健全化の堅持に努めてまいります。 

 税務関係につきましては、最大の課題は収納率の向上でございますが、そ

の一環でありますコンビニ収納を４月から導入することとなり、納税者の利

便性の向上にも寄与できるものと考えております。 

 結婚相談事業につきましては、平成２６年度から社会福祉協議会への委託

事業として、一組でも成婚につながることを期待し、イベントなどを計画し、

出会いの場を提供してきたところでございますが、その成果が見られつつあ

るようでございます。今後も、引き続き結婚相談事業の充実、推進に努めて

まいります。 

 また、平和事業につきましては、これまで平和コンサートや平和のともし

び等を実施してまいりましたが、本年は被爆７０周年という節目の年を迎え

るに当たり、平和事業の内容の再検討をしてまいりたいと考えております。 

 交流人口の増加と町の活性化事業につきましては、その一環として、昨年

度初めて開催いたしました長与シーサイドマルシェも実行委員会と連携し、

今後もその内容の充実を図ってまいります。 

 次に、企画振興部でございますが、まちづくりの基本となります長与町総

合計画につきましては、平成２７年度が現計画の最終年度となりますことか

ら、住みたい、住み続けたい、住んでよかったと言われるような幸福度日本

一のまちを目指して、平成２８年度からの次期計画を策定いたします。さら

に、東京圏への人口の一極集中と急速な高齢化により危機的な状況の我が国

の人口減少を克服すべく、国が進めております、まち・ひと・しごと創生総

合戦略に呼応し、長与町まち・ひと・しごと創生戦略の策定を進めてまいり

ます。 

 長与町内の情報化の推進につきましては、百合野地区で実施しております



－ 12 －

テレビを利用し高齢者の簡易的な見守りと身近な地域情報の発信を柱とする

地域支え合いＩＣＴモデル事業が事業最終年度となりますことから、効果的

な事業の実施及び事業効果の検証を行い、その後の方向性を決定してまいり

ます。 

 次に、活気があり安全・安心な地域づくりのため、各地区コミュニティの

取り組みの支援を行うとともに、自治会への加入促進について、引き続き自

治会とともに取り組んでまいります。また、町内に新たな雇用の場を創出し、

よりにぎわいのあるまちとしていくため、新規創業者に対する融資制度を創

設し、起業しやすい環境づくりに取り組むとともに、町内事業者の経営が持

続的で安定したものとなるよう、引き続き商工会と連携を図りながら各種支

援事業を行ってまいります。 

 情報管理部門におきましては、安定的な電算システムの運用管理を一層図

るとともに、行政事務の効率化を進め、さらなる行政サービスの向上に努め

てまいります。また、平成２８年１月から利用が開始されます社会保障・税

番号制度へのシステム対応を進めてまいります。 

 続きまして、生活福祉部でございますが、少子高齢化社会の中におきまし

て、住民の皆様の福祉と健康と環境を守り、生活と密接なつながりを持つ業

務であることを自覚し、昨年５月より実施しております第２、第４土曜日に

おける生活福祉部窓口の一部開庁につきましては、平成２７年度も継続して

実施するとともに、来庁者等へのアンケートも行い、親しまれ利用しやすい

対応を考え、町民サービスの向上に努めてまいります。 

 児童福祉では、子供が健やかに成長することができる社会の実現のため、

子供や子供を養育している方に必要な支援を行うことを目的に、平成２４年

８月に成立しました子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援新制

度移行に伴い、町内に認定こども園が１園、認可保育園が２園、放課後児童

クラブが１クラブ、新たに開設いたします。このことにより、教育、保育、

子育て支援のさらなる充実を図ります。 

 介護保険につきましては、平成２７年度から平成２９年度までの３カ年を

計画期間として、長与町老人福祉・第６期介護保険事業計画を策定したとこ

ろでございます。計画の趣旨としては、高齢者がいつまでも住みなれた地域

で安心して暮らせるまちづくりを目指し、団塊の世代が７５歳を迎える２０

２５年の高齢社会を見据え、介護予防への取り組みや地域包括センターを中

心とする地域ケアシステムの構築に向け、具体的に取り組んでまいりたいと

考えております。施策としましては、これまで進めてまいりました高齢者保

健福祉サービスの充実、地域支援事業の推進、介護保険制度の円滑な実施を

さらに進めて行くとともに、長与町地域包括ケアシステム実現のため、医療、

介護連携、認知症施策、地域ケア会議、生活支援及び介護予防の課題解決に

向け計画的に取り組んでまいります。 

 後期高齢者医療制度につきましては、長崎県後期高齢者医療広域連合が保

険者として運営しており、町においては、保険料の徴収事務や窓口での申請、

届け出事務等を行っており、現在までのところ順調に推移をしております。
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今後、高齢者の増加が進む中、健康診断の受診率をさらに進め、早期対応を

図ることで医療費の抑制を図ってまいります。 

 健康づくりにつきましては、長与町の健康づくり計画第２次健康ながよ２

１に基づき、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目標に、妊娠期から高齢期

など、おのおのの時期に対応した各種健診や教室、相談等の事業の充実を図

りながら、住民とともに予防施策や健康づくり事業の推進に努めてまいりま

す。特に、健康意識の高揚と疾病の早期発見、早期治療を目的に、各種健診

の受診率の向上を図るとともに、健康まつりや健康教室等の開催、家庭訪問

指導なども行い、効果的な健康に関する情報を提供し、住民の健康増進を支

援してまいります。 

 国民健康保険事業につきましては、医療費の増加により財政的に厳しい状

況が続いています。健診データやレセプト情報などを活用したデータヘルス

計画を策定し、効果的な保健事業を実施し、医療費適正化に努めてまいりま

す。 

 また、徴収業務につきましては、新たに収納推進専門員を配置し、きめ細

かい納付交渉や滞納処分等の厳格な納付対策を実施し、収納率の向上に努め

てまいります。 

 環境分野につきましては、循環型社会の構築、低炭素社会の形成を目指し

て、現在のみならず、将来世代のためにもさらなる資源リサイクルの啓発、

促進を図るとともに、ごみの減量化、地球温暖化防止対策などの施策を推進

してまいります。 

 ごみ焼却施設の建設につきましては、地元自治会及び地権者の皆様の御理

解と御協力をいただき、順調に工事が進められ、計画どおり２７年４月の稼

働予定となっております。 

 ゴミの減量化につきましては、生ごみ減量、適正な分別の周知を保健環境

連合会及び環境サポーターとの連携を密にし、より一層の推進を図ってまい

ります。 

 資源化物の拠点回収につきましては、高齢者等のゴミ出し弱者支援事業の

充実、より取り組みやすい拠点回収に向けて、常設の回収拠点の増設を行う

など、より取り組みやすい拠点回収に向けての改善及び検討を行いながら、

町民との協働の観点から現在の回収方法を継続してまいります。 

 また、環境問題の啓発及びリサイクルの推進を図るために、町内で回収さ

れた牛乳パックを再生利用した啓発用トイレットペーパーを町内小・中学校

等の公共施設での使用及び各種のイベントでの配布してまいりましたが、引

き続き実施し、さらなるリサイクル意識の向上を図ってまいります。 

 そして、再生可能エネルギー等の活用による災害に強いエネルギーシステ

ムの導入を図るため、国のグリーンニューディール基金事業を活用し、２７、

２８年度の２カ年で長与小学校に太陽光発電及び蓄電設備の設置を計画して

いるところございます。さまざまな形で日々の生活と密接なつながりを持つ

環境行政においては、町民の皆様の御理解、御協力が不可欠であり、御意見

にも真摯に傾聴しながら環境行政のさらなる充実に努めてまいりたいと考え
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ております。 

 次に、建設部でございますが、農業を取り巻く情勢は、農業従事者の高齢

化や農産物価格の長期低迷による農業収入の低下、農業経営の不安による後

継者の他産業への流出等、依然として厳しい状況にあります。本町の農業に

おきましても、農業従事者の高齢化や担い手の不足などにより耕作放棄地が

発生しております。また、輸入農産物の増加、燃料等の高騰により、農業所

得が減少し経営は依然として厳しい状況でございます。このような中、平成

２６年度より、長与町農業支援センターの設置を行い、農業者等への総合的

な窓口として、規模拡大、縮小等に関する相談や補助事業についての相談な

ど、農業の活性化の支援を積極的に行ってまいります。また、耕作放棄地発

生防止対策としての日本型直接支払制度の中山間地域等直接支払い事業や多

面的機能支払い事業（旧農地・水保全管理支払い事業）を今後も進めるとと

もに、かんきつの優良品種更新事業、ブランド商品生産対策事業を継続して

行い、新たな農産物についても県央振興局と連携を図りながら技術的支援を

行ってまいります。また、直売所での販売を目的とした野菜等の苗購入補助

である畑作物拡大事業や落葉果樹の苗木購入補助事業などにより、農業所得

の向上を目指します。 

 水産業の振興につきましては、ヒラメ等の稚魚放流事業や浅場等の持つ多

面的機能の効果的、効率的な発揮に資するため、水産多面的機能発揮対策事

業を継続して推進してまいります。 

 次に建設関係ですが、町道に架設されている全ての橋梁の長寿命化修繕計

画の完成に伴い、計画書により随時安全確保に努めてまいります。また、安

全で快適な地域社会事業につきましては、安心・安全な利用を行うために、

経年劣化によるのり面の補修を行ってまいります。町道の維持管理に関しま

しては、補修を必要とする路線が年々増加しております。パトロール等を実

施し、緊急性のある路線から優先的に実施いたします。 

 町営住宅に関しましては、長寿命化計画に基づき、年次ごとに詳細点検、

補修設計を行い早期の修繕によるコストの削減に努めてまいります。 

 県が施行する県道長崎多良見線の道路整備事業につきましては、早期完成

に向け、昨年に引き続き県への働きかけを行ってまいります。 

 また、中尾城公園を初めとする都市公園等は、憩い、安らぎの場として多

くの町民の方々に利用されており、より一層の維持管理に努めてまいります。 

 都市計画道路西高田線につきましては、昨年に引き続き、役場前の橋梁工

事及びフォーレツインキャッスルの裏の切り土工事を行い、早期完成に向け

事業推進を図ってまいります。 

 高田南土地区画整理事業につきましては、事業の長期化により、地権者の

方々には大変御迷惑をおかけしておりますが、早期完成に向け努力してまい

ります。 

 次に、教育委員会でございますが、教育の町長与のさらなる充実を目指し

て、次のような内容に取り組んでまいります。 

 まずは、教育環境の整備に関しましては、長与小学校体育館のつり天井撤
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去工事を行います。これは、東日本大震災で甚大な天井脱落被害が発生し、

つり天井の危険性が改めて認識されたことを受け、国の指導により学校施設

の非構造部材の総点検を実施した結果に対応するものでございます。また、

老朽化している学校施設の設備、機器等につきましても、安全に関するもの

から優先的に対応し、施設の安全確保に努めてまいります。 

 ＩＣＴ教育の推進につきましては、小学校では、今年度４年ごとの教科書

改訂が行われるため、デジタル教科書並びに指導書を購入します。また、中

学校では、長与第二中学校、高田中学校に電子黒板を増設し、それらの効果

的な活用を図りながら、児童生徒の一層の学力向上に役立ててまいります。 

 給食関係では、給食共同調理場の炊飯システムの更新を行うとともに、給

食単独校の食器の買いかえなど、衛生面におきましても、改善に努めます。 

 次に、生涯学習の推進につきましては、心豊かな地域づくり、人づくりを

目指し、公民館活動を初めとする各種事業の一層の充実を図り、町民の生涯

学習意欲に応えてまいります。 

 青少年の健全育成では、有害図書等に関して、書店やコンビニエンススト

アなどへの立入調査を実施するとともに、白ポストのさらなる活用を呼びか

け、子供たちを取り巻く社会環境の浄化に努めてまいります。 

 また、図書館サービスでは、図書館におけるビジネス支援の一環として、

雑誌スポンサー制度の導入など、新しい取り組みによるサービスの向上、充

実を図ってまいりたいと考えております。 

 文化面におきましては、本町に伝わる郷土芸能、なぎなた踊りのデジタル

アーカイブ化を予定しており、後継者不足などの課題に対応するとともに、

昨年に引き続き文化講座を開催し、町内に残る遺跡や史跡への理解を通じて、

長与の良さを知り、郷土に対する愛着を深めてまいりたいと考えております。

また、陶芸の館に電気窯を増設し、利用者の増加に対応するとともに、創作

文化活動の一層の普及に貢献してまいります。 

 次に、スポーツ振興でございますが、小学生スポーツ教室、スポーツ講習

会、町民体育館講座を継続的に開催し、生涯スポーツの普及促進を図るとと

もに、町民ソフトボール大会や町民体育祭など、町民一人一人がスポーツに

親しめる機会の提供に努めてまいります。また、環境の整備、充実を図るた

め、スポーツ振興くじの助成金を活用したテニス広場の整備工事を予定して

おります。さらに、運動広場につきましても、１０年ごとの大規模改修を実

施し、第４種公認陸上競技場認定の更新手続を行います。 

 最後に、水道局でございますが、水道事業は、住民生活の快適な暮らしや、

社会活動に不可欠なものとなっており、安全で良質な水を安定供給すること

を最大の使命として取り組んでおります。平成２７年度におきましては、老

朽化した水道施設の計画的な更新、道路改良等に伴う水道管布設工事及び水

源拡充に伴う水道施設整備を実施し、効率的な施設利用及び水源確保に努め

てまいります。また、水質管理並びに漏水防止対策についても充実を図り、

適切な維持管理を行い、効率的な水道事業経営に努めてまいります。 

 下水道事業につきましては、施設が安定的な使用できるよう、汚水管渠の
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清掃、マンホールポンプ場の点検及び修繕を適切に行います。また、下水道

施設の老朽化に伴い、長寿命化計画を策定し、改築更新事業を計画的に進め

てまいります。さらに、浄化センターの適正な管理運営に努め、放流水の水

質管理に努めてまいります。 

 以上、大変長くなりましたが、平成２７年度の町政運営の一端を御説明さ

せていただきましたが、今後とも住民の福祉向上とさらなる町の発展に向け

て、取り組んでまいりたいと考えております。議会を初め、町民皆様の御理

解と御協力を賜りますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議  長 （山口経正議員） 

 これで施政方針説明を終わります。 

 場内の時計で１０時１０分まで休憩します。 

（休憩９時５９分～１０時１０分） 

議  長 （山口経正議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 日程第４、議案第１号、長崎県市町村総合事務組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び規約の変更について、日程第５、議案第２号、長与・時津

環境施設組合規約の変更について、日程第６、議案第３号、長与シーサイド

パークの設置及び管理に関する条例、日程第７、議案第４号、長与町特定教

育・保育施設の利用者負担に関する条例、日程第８、議案第５号、長与町立

保育所条例の一部を改正する条例、日程第９、議案第６号、長与町保育の実

施に関する条例を廃止する条例、日程第１０、議案第７号、長与町地域包括

支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例、日程第１１、議案

第８号、長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例、日程第１２、議案第９号、長与町介護保険条例の一部を改正する条例、

日程第１３、議案第１０号、長与町部設置条例の一部を改正する条例、日程

第１４、議案第１１、長与町行政手続条例の一部を改正する条例、日程第１

５、議案第１２号、長与町消防団員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例、日程第１６、議案第１３号、長与町議会議員の議員報酬及

び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例、日程第１７、議案第１４

号、町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改正する条例、日程第１８、

議案第１５号、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例、日程第１９、議案第１６号、長与町教育委員会教

育長の給与及び旅費支給並びに勤務時間等に関する条例の一部を改正する条

例、日程第２０、議案第１７号、長与町教育委員会委員定数条例の一部を改

正する条例、日程第２１、議案第１８号、都市計画道路西高田線橋梁下部工

工事請負契約の変更についてを一括議題とします。 

 ただいま一括議題としています議案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

町  長 （吉田愼一君） 

 それでは、議案第１号から第１８号までの提案理由を御説明を申し上げま
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す。 

 まず、議案第１号、長崎県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の

数の減少及び規約の変更について。 

 本議案は、長崎県南部公益水道企業団が平成２７年３月３１日をもって長

崎県市町村総合事務組合から脱退することに伴い、本組合を組織する地方公

共団体の数の減少及び本組合規約の一部を変更することについて、地方自治

法第２９０条の規定に基づき、議会の議決を求めるものでございます。規約

の変更点につきましては、特別議決に関する規定を追加するとともに、別表

第１の組合を組織する組合市町村及び別表第２の組合の共同処理する事務等

団体を改めるもので、平成２７年４月１日から施行するものでございます。 

 次に、議案第２号、長与・時津環境施設組合規約の変更について。 

 本議案は、長与町斉藤郷に新しく建設中のごみ焼却施設であるクリーンパ

ーク長与が、平成２７年４月１日から稼働することにあわせて、同施設内管

理棟に組合事務所を移転することに伴い、長与・時津環境施設組合規約の一

部を変更することについて、地方自治法第２９０条の規定に基づき、議会の

議決を求めるものでございます。 

 規約の変更点につきましては、第４条において、組合の事務所の位置を時

津町内から長与町内へ改めるもので、平成２７年４月１日から施行するもの

でございます。 

 次に、議案第３号、長与シーサイドパークの設置及び管理に関する条例に

ついて、長与中央地区都市再生整備計画事業の基幹事業として整備を進めて

おります（仮称）多目的広場は、現在、順調に進捗しているところでござい

ます。つきましては、３月中に完成し、４月から供用を開始する予定として

おりますが、地方自治法２４４条の２の規定により、当該施設の設置及び管

理に関する条例を新しく制定する必要が生じましたので御提案申し上げます。 

 それでは、本条例の主な内容を御説明いたします。 

 第２条の規定につきまして、本施設は、さきに述べました長与中央地区都

市再生整備計画事業の目標の一つであります、スポーツレクリエーション及

び交流の機会の提供に寄与するために設置するものでございます。 

 第３条では、施設の名称を大村湾沿いの国道２０７号の愛称、長与シーサ

イドストリートにちなみ、長与シーサイドパークとし、位置を長与町岡郷６

１４番地１０の１１と規定しております。 

 第４条では、施設の構成を各種スポーツ活動等が行える人工芝舗装のフッ

トサルコート、スポーツ活動または催し物などが行えるクレイ舗装のイベン

ト広場及びミニイベント広場、施設利用者の駐車場について規定しておりま

す。 

 第６条及び第７条は、行為の制限及び禁止についての規定で、長与町都市

公園条例と同様の内容としております。 

 第８条及び第９条では、占用して利用する場合の許可及び利用の禁止また

は制限について規定しております。 

 第１０条は、行為または利用の許可を受けた際に徴収する使用料について
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規定するものです。 

 第１１条から第１８条までは、使用料の減免、使用料の返還、特別の設備

等、権利の譲渡等の禁止、許可の取り消し等、原状回復、損害賠償、罰則に

ついて規定するものです。 

 別表第１では、行為の使用料について、長与町都市公園条例と同様の金額

で規定しております。 

 別表第２では、長与町都市公園条例の有料公園施設を参考に利用の使用料

を規定しております。なお、長与町民が利用する場合は、他の公共施設と同

様に使用料を徴収しないこととしております。 

 附則でございますが、施行日を平成２７年４月１日からとするものでござ

います。 

 次に、議案第４号、長与町特定教育・保育施設の利用者負担に関する条例

について、現行制度では、町立高田保育所の保育料は、児童福祉法第５６条

第３項を根拠に徴収しておりますが、子ども・子育て支援法施行に伴い、新

制度では、保護者との直接契約となり、利用者負担という考え方に変わりま

す。そのため、本条例において、高田保育所における利用者負担についての

徴収根拠を定めるものでございます。 

 第１条では、条例の趣旨を規定しております。 

 第２条では、本条例で使用する用語の意義を規定しております。 

 第３条では、利用者負担額について、政令で定める額を限度として町長が

定める額と規定しております。 

 第４条では、高田保育所における利用者負担額の徴収について規定してお

ります。 

 なお、附則につきましては、本条例の施行日を平成２７年４月１日と規定

しております。 

 次に、議案第５号及び第６号について、今回の条例の改廃は、子ども・子

育て支援法の施行による児童福祉法の改正によるものでございます。 

 議案第５号、長与町立保育所条例の一部を改正する条例は、第１条の設置

の目的について、児童福祉法の文言に合わせ、規定を整理するものでござい

ます。 

 議案第６号、長与町保育の実施に関する条例を廃止する条例は、子ども・

子育て支援法の施行に伴い、保育の実施基準について、その根拠である児童

福祉法第２４条の条例委任の規定がなくなり、新制度では内閣府令で定めら

れるため、長与町保育の実施に関する条例を廃止するものでございます。 

 なお、それぞれの条例の附則において、施行日を平成２７年４月１日と規

定しております。 

 次に、議案第７号及び第８号について。 

 今回の条例制定は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律、いわゆる第３次地方分権一括法に

より、介護保険法の一部が改正されたことに伴うものでございます。 

 初めに、議案第７号、長与町地域包括支援センターの人員及び運営に関す



－ 19 －

る基準を定める条例は、これまで国の基準で定められていた地域包括支援セ

ンターの職員及び運営に関する基準を新たに町の条例で定めるものです。 

 第１条では趣旨、第２条で運営に関する基準、第３条では人員に関する基

準として、標準の職種と員数のほか、地理的条件等により地域包括支援セン

ターを設置する必要が地域包括支援センター運営協議会で認められた場合に

関する規定をそれぞれ定めております。 

 次に、議案第８号、長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準等を定める条例は、これまで国の基準で定められていた指定介護予防支

援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準等を新たに町の条例で定めるものでござ

います。 

 第１章の第１条から第４条までは、総則として、趣旨、基本方針、申請者

の条件を規定しております。 

 第２章の第５条、第６条では、人員に関する基準として、従業者の員数、

管理者を規定しております。 

 第３章の第７条から第３１条までは、運営に関する基準として、利用者に

対する重要事項の説明及びその方法と利用者の同意、情報提供拒否の禁止、

責務、運営規程、秘密保持、事故発生時の対応など、利用する場合における

事業所等の基準を規定しております。 

 第４章の第３２条から第３４条までは、介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準として、指定介護予防支援の基本、具体的取り扱い方針、

介護予防支援の提供時の留意点を規定しております。 

 第５章では準用規定、第６章では委任について規定しております。 

 なお、それぞれの条例の附則において、施行日を平成２７年４月１日と規

定しております。 

 次に、議案第９号、長与町介護保険条例の一部を改正する条例について、

長与町の介護保険事業につきましては、介護保険法の規定により、３年で１

期となる事業計画により運営しており、平成２６年度は第５期の最終年度と

なっております。今回、平成２７年度から２９年度までの３カ年の事業計画

を策定するに当たり、サービス見込み量等を推計し、介護保険運営協議会に

おいて５回の審議を重ねていただき、長与町老人福祉計画・第６期介護保険

事業計画を作成いたしました。この計画に基づき、介護保険料の改正につい

て提案するものでございます。今回は、介護保険法の改正に基づく介護保険

法施行令の改正により、これまで国の標準保険料段階が６段階であったのが、

平成２７年度より９段階となったため、条例第１４条を全部改正するもので

ございます。 

 第１４条第１項では、適用期間を平成２７年度から平成２９年度までとし、

第１項第１号から第９号までに掲げる第１号被保険者の保険料の額をそれぞ

れ改定するものでございます。 

 第２項から第５項までは、第１項第６号から第９号までの施行令各号のイ
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の町が定める範囲の額を定めるものでございます。 

 第１８条第３項では、施行令改正に伴い、これまでの６段階での適用を９

段階までに変更するものでございます。 

 また、附則に加える４項については、介護予防・日常生活支援総合事業の

実施時期を規定するものでございます。 

 附則第７項として、訪問、通所、生活支援、介護予防事業は平成２９年３

月３１日までの間に、第８項から第１０項までは、医療・介護連携、被保険

者の自立のための体制整備及び認知症に対する総合的支援は平成３０年３月

３１日までの間に実施する旨の規定を追加するものでございます。 

 なお、附則につきましては、第１項において、本条例の施行期日を平成２

７年４月１日といたしております。 

 第２項においては、経過措置として、平成２６年度分までの保険料を従前

の例によることと規定をしております。 

 次に、議案第１０号、長与町部設置条例の一部を改正する条例について。 

 今回の改正は、第２条第２号の企画振興部が分掌する事務のうち、クの国

民体育大会に関することを削るものでございます。 

 附則につきましては、本条例の施行日を平成２７年４月１日と定めるもの

でございます。 

 以上が本議案の内容でございますが、昨年１０月と１１月に開催しました

長崎がんばらんば国体及び長崎がんばらんば大会の際には、ボランティアの

皆様、小・中学校及び高校の児童生徒並びに学校関係者の皆様、町議会の皆

様、そして自治会関係者を初め、多くの町民の皆様に絶大な御支援、御協力

を賜り、両大会が成功裏に終了することができました。この場をおかりし、

改めてお礼を申し上げるところでございます。 

 次に、議案第１１号、長与町行政手続条例の一部を改正する条例につきま

して、本条例は、行政手続法の一部を改正する法律が平成２７年４月１日か

ら施行されることに伴い、所要の改正を行うものでございます。 

 主な改正点についてでございますが、国民の権利利益の保護の充実のため

の手続を整備するため、新たな第３３条第２項として、行政指導時に許認可

等に関する権限を行使し得る旨を示すときの根拠等の明示義務、第３４条の

２として、行政指導の中止等の求め、第３４条の３として、処分等の求めに

関する規定をそれぞれ追加するとともに、あわせて条文の整理を行うもので

ございます。 

 本条例の施行期日については、平成２７年４月１日から施行することとし

ております。 

 次に、議案第１２号、長与町消防団員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例について。 

 消防団員の報酬及び費用弁償は、従来より普通交付税の基準財政需要額に

設置された額を参考に決定いたしておりますが、消防団を中核とした地域防

災力の充実強化に関する法律で要請されている、消防団員の処遇の改善を図

るため、出動手当の額を改定させていただくものでございます。 
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 改正点といたしましては、出動手当の支給区分を３区分から１時間未満を

廃止し、２区分へ整理するとともに、４時間未満を２００円増額し２,５０

０円、４時間以上を３００円増額し４,５００円とするものでございます。 

 附則につきましては、条例の施行日を平成２７年４月１日と定めるもので

ございます。 

 次に、議案第１３号及び第１４号について、議会議員並びに町長及び副町

長の期末手当の支給割合は一般職職員と同じ水準であり、県内市町の中では

低い水準となっております。この支給割合を近隣市町の水準程度に引き上げ

るため、条例を改正するものでございます。 

 まず初めに、議案第１３号、長与町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に

関する条例の一部を改正する条例につきまして、御説明いたします。 

 主な改正点は、第５条第２項の期末手当の支給割合を６月は１００分の１

４０、１２月は１００分の１６０にそれぞれ改め、あわせて条文の整理を行

うものでございます。 

 次に、議案第１４号、町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改正す

る条例につきまして、御説明いたします。 

 主な改正点は、第３条第４項の期末手当の支給割合を６月は１００分の１

４０、１２月は１００分の１６０にそれぞれ改めるものです。 

 なお、それぞれの条例の附則において、施行日を平成２７年４月１日と規

定しております。 

 続きまして、議案第１５号、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用

弁償に関する条例の一部を改正する条例について。 

 今回の改正は、社会福祉並びに高齢者及び障害者福祉の分野における必要

な職の人材確保を図るため、介護相談員、介護相談訪問看護師、障害者相談

支援専門員、ひばり学級療育指導員、原爆被爆者健康生活相談員の報酬額を

それぞれ改正するものでございます。 

 また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が

平成２６年６月２０日に公布され、一部を除き本年４月１日に施行されるこ

ととなっております。その内容は、教育分野における政治的中立性、継続性、

安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管理

体制の構築、首長との連携強化、地方に対する国の関与の見直しなど、制度

の抜本的な改革を行うためのものです。新制度は、教育委員会委員長と教育

長を一本化した常勤の特別職である新教育長が設置されることで教育委員会

委員長の職が廃止されます。これに伴い、条例別表中の長与町教育委員会委

員長に係る規定を削るものでございます。 

 附則といたしまして、施行日を平成２７年４月１日としておりますが、経

過措置として、教育委員会委員長に係る部分は、現教育長の委員としての任

期中は適用せず、改正前の規定が効力を有するものと定めております。 

 次に、議案第１６号、長与町教育委員会教育長の給与及び旅費支給並びに

勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例について。 

 本条例は、議案第１５号で申し上げましたとおり、地方教育行政の組織及
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び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行により、新制度では、教育

委員会委員長と教育長を一本化した常勤の特別職である新教育長が設置され

ることに伴い、所要の改正を行うものです。また、教育長の期末手当の支給

割合は一般職職員と同じ水準であり、県内市町の中では低い水準となってお

ります。この支給割合を近隣市町の水準程度に引き上げるため、当該支給割

合を改正するものでございます。 

 主な改正点は、第３条第４項の期末手当の支給割合を６月は１００分の１

４０、１２月は１００分の１６０にそれぞれ改めるものです。 

 第７条は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１１条第５項で職

務専念義務が定められることに伴い、免除規定を追加するものでございます。 

 第１条、第３条３項及び第６条の改正は、条文の整理を行うものです。 

 附則といたしまして、施行日を平成２７年４月１日としておりますが、経

過措置として、現教育長の委員としての任期中は、第１条、第３条第３項及

び第７条の規定は適用せず、それぞれ改正前の規定が効力を有するものとし

ております。 

 次に、議案第１７号、長与町教育委員会委員定数条例の一部を改正する条

例について。 

 本条例は、議案第１５号で申し上げましたとおり、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行により、新制度では、教育

委員会委員長と教育長を一本化した常勤の特別職である新教育長が設置され

ることに伴い、所要の改正を行うものです。 

 主な改正点としましては、本則の長与町教育委員会委員の定数を５名から

４名に改めるものでございます。 

 附則といたしまして、施行日を平成２７年４月１日としておりますが、経

過措置として、現教育長の委員としての任期中は改正前の規定が効力を有す

るものとしております。 

 次に、議案第１８号、都市計画道路西高田線橋梁下部工工事請負契約の変

更について。 

 今回の議案は、平成２６年第２回長与町議会定例会の平成２６年６月１３

日に議決いただきました請負契約につきまして、当初請負契約額９,８１７

万９,５６０円を３１９万８,９６０円増額し、契約額を１億１３７８,５２

０円として請負契約の変更を行いたく、地方自治法第９６条第１項第５号及

び議会の議決に付すべく契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条

の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。 

 本工事は、都市計画道路西高田線の起点に当たる役場前の町道長与中央線

より長与川をまたぎ県道東長崎長与線へ架設する橋梁、橋長３８.０メート

ル、幅員２１.０メートルのうち、県道東長崎長与線側の橋台１基と橋梁中

央部の橋脚１基の施工及び県道東長崎長与線側の橋台を施工する際の迂回道

路の施工を行っているものでございます。 

 今回の変更概要としましては、河川管理者との協議の結果、河川内への仮

設進入路の撤去工事の追加、護岸の復旧をコンクリートブロックから環境に
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配慮した多自然型ブロックへと変更することに伴い、請負金額が変更となっ

ております。以上でございます。よろしくお願いします。 

議  長 （山口経正議員） 

 しばらく休憩します。 

（休憩１０時３５分～１０時４０分） 

議  長 （山口経正議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 議題に入るに先立ち、お手元に配付された資料について、訂正の申し出が

あっておりますので許可します。 

 議会事務局長。 

議会事務 （濵口 務君） 

局  長  皆様のお手元に配付をいたしております議事日程の中で、日程１１、議案

番号８号、長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例でございますが、基準を定める条例に基準等ということで「等」を加

えて訂正をいたします。よろしくお願いいたします。 

議  長 （山口経正議員） 

 ほかに皆様からありませんか。 

 日程第２２、議案第１９号、平成２６年度長与町一般会計補正予算（第５

号）、日程第２３、議案第２０号、平成２６年度長与町後期高齢者医療特別

会計補正予算（第２号）、日程第２４、議案第２１号、平成２６年度長崎都

市計画事業長与町土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）、日程第２

５、議案第２２号、平成２６年度長与町水道事業会計補正予算（第２号）、

日程第２６、議案第２３号、平成２６年度長与町下水道事業会計補正予算

（第１号）を一括議題とします。 

 ただいま一括議題としています議案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

町  長 （吉田愼一君） 

 それでは、引き続き提案をさせていただきます。 

 議案第１９号から第２３号までの提案理由を御説明を申し上げます。 

 まず、議案第１９号、平成２６年度長与町一般会計補正予算（第５号）に

ついて、予算書の１ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、既定の予算総額から歳入歳出それぞれ３億２,１０１万２,

０００円を減額いたしまして、補正後の総額を１２５億８２２万７,０００

円とするものでございます。 

 補正の主な内容につきまして、２ページからの第１表、歳入歳出予算補正

により御説明を申し上げます。 

 歳入の１款町税では、町民税、固定資産税、町たばこ税及び都市計画税の

現年課税分及び滞納繰り越し分を増額計上いたしております。８款地方特例

交付金は、交付額の決定による計上。９款地方交付税は、交付額の予算未計

上分を計上いたしました。１１款分担金及び負担金は、児童福祉費負担金
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（保育料）を増額計上いたしております。１３款国庫支出金では、保育所運

営費負担金、社会保障・税番号システム改修費補助金の増額計上、平成２５

年度国の補正予算（第１号）に計上された公共事業の地方負担額を基礎に交

付される、がんばる地域交付金を新規で計上いたしております。また、活力

創出基盤整備総合交付金、住宅・建築物耐震改修事業補助金など、国庫補助

金の交付予定額により減額計上をいたしております。１４款県支出金では、

後期高齢者医療保険基盤安定負担金、保育所運営費負担金、放課後児童クラ

ブ環境改善事業補助金、安心こども基金事業費補助金、緊急雇用創出事業補

助金、ながさき鳥獣被害防止総合対策事業費補助金、長崎県建築物耐震化事

業補助金、個人県民税徴収取扱費委託金、市町村権限移譲等交付金などを実

績見込み及び交付予定額により増額、減額計上いたしております。１５款財

産収入では、財政調整基金を初め、各基金の運用収入を増額計上いたしてお

ります。１６款寄附金では、社会福祉費寄附金２件、ふるさと長与応援寄附

金７件、合わせて９件の御寄附について計上させていただきました。１７款

繰入金では、財政調整基金、減債基金、義務教育施設整備基金など、４基金

の繰入金を減額計上いたしております。１８款繰越金は、予算未計上分の一

部を残し計上いたしております。１９款諸収入には、後期高齢者医療健康診

査受託費、過年度長与・時津環境施設組合運営負担金清算金、退職手当旧負

担金制度の差額調整金などを計上いたしました。２０款町債では、国庫支出

金の交付予定額により各事業の事業費の変更、特定財源の調整などに合わせ

た補正額を計上いたしております。 

 続いて、４ページからの歳出の主なものを御説明いたします。 

 １款議会費では、費用弁償費の減額。２款総務費では、地域情報等発信事

業委託料の減額、公共施設等管理公社補助金の減額、財政調整基金など各基

金への積立金の増額、電子計算機及び周辺機器等リース料の減額。３款民生

費では、長与町社会福祉協議会運営補助金の増額、放課後児童クラブにおけ

る環境改善事業補助金の減額及び運営費補助金の増額、各保育園運営費補助

金、一時預かり事業補助金及び保育士等処遇改善臨時特例事業補助金の増額、

後期高齢者健康診査委託料、後期高齢者医療特別会計への繰出金の増額及び

医療療養給付費負担金を減額計上いたしております。４款衛生費では、じん

かい車リース料などの減額補正。６款農林水産業費では、ながさき鳥獣被害

防止総合対策事業費補助金を減額計上いたしました。７款商工費では、信用

保証料補給補助金の減額などを計上いたしました。８款土木費では、国の補

助事業である市街地整備総合交付金事業の事業費調整に係る補正、橋りょう

維持補修工事費の減額、西彼中央土地開発公社が所有する土地の購入費及び

土地区画整理事業特別会計繰出金の減額、街路事業費の事業費調整に係る減

額、不用額見込みによる耐震診断補助金の減額などを計上いたしております。 

 ５ページの９款消防費では、広域消防事業負担金の減額。１０款教育費で

は、各基金への積立金の増額、舞台技術及び業務管理委託料を減額計上いた

しております。１２款公債費では、地方債に係る元金及び利子の最終見込み

による補正を計上いたしております。 
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 以上が歳入歳出予算補正の主な内容でございます。 

 続いて６ページをお願いいたします。第２表、繰越明許費では、３款民生

費、２項児童福祉費の保育所緊急整備事業補助金、以下４件につきまして、

年度内の完了が困難であると見込まれる繰り越し予定額をお願いいたしてお

ります。 

 ７ページをお願いいたします。第３表、債務負担行為補正では、公用車リ

ース料、以下３件の変更とじんかい車リース料、以下２件の廃止をお願いい

たしております。 

 ８ページ、９ページをお願いいたします。第４表地方債補正では、土地区

画整理事業、以下５件について限度額の変更及び消防施設整備事業の廃止を

お願いいたしております。 

 以上が補正の主な内容でございます。議案の後に、平成２６年度長与町一

般会計補正（第５号）に関する説明書を添付いたしておりますので御参照く

ださい。 

 次に、議案第２０号、平成２６年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号）について、予算書の１ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ４０１万６,０００円を減額いたしまし

て、補正後の予算の総額を歳入歳出それぞれ４億２,４０９万６,０００円と

するものでございます。 

 それでは、歳入につきまして説明いたします。予算書の２ページをお開き

ください。１款１項後期高齢者医療保険料は、特別徴収保険料、普通徴収保

険料について最終見込み額で計上させていただいております。既定額３億４,

５８８万９,０００円から５２１万２,０００円減額し、補正後の保険料総額

を３億４,０６７万７,０００円としております。３款１項一般会計繰入金、

補正額１１９万６,０００円は、保険基盤安定負担金の確定に伴う増額を計

上いたしております。 

 次に歳出につきまして説明いたします。３ページをお開きください。２款

１項後期高齢者医療広域連合納付金を４０１万６,０００円減額計上いたし

ております。これは、広域連合に対する納付金のうち、保険料の減額見込み

と保険基盤安定負担金の増額に伴うものでございます。 

 以上が今回の補正の内容でございます。 

 なお、説明資料といたしまして、平成２６年度長与町後期高齢者医療特別

会計補正予算（第２号）に関する説明書を添付いたしておりますので御参照

いただきたいと存じます。 

 次に、議案第２１号、平成２６年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理

事業特別会計補正予算（第２号）について、予算書の１ページをお開き願い

ます。今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億６,６６６万７,０００円を減額

いたしまして、補正後の総額を８億７,５８０万４,０００円とするものでご

ざいます。 

 それでは、歳入について御説明をいたします。予算書の２ページをお開き

ください。１款１項国庫補助金９,２０２万５,０００円、２款１項県補助金
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１,６３０万、４款１項一般会計繰入金５,８３４万２,０００円を補助事業

費の確定に伴う変更並びに職員の異動に伴う人件費等の変更に伴い減額計上

いたしております。 

 次に、歳出について御説明いたします。３ページをお開き下さい。１款１

項都市計画費１億６,６０６万８,０００円、２款１項公債費５９万９,００

０円を減額計上いたしております。これは、歳入で御説明いたしました補助

事業費の確定に伴う変更による県事業委託料の減額と職員の異動に伴う人件

費等の減額によるものでございます。 

 続きまして、４ページをお開きください。繰越明許費として、高田南土地

区画整理事業で２億８,４００万余をお願いいたしております。主な内容に

つきましては、工事２件となっております。 

 以上が今回の補正予算の主な内容でございます。 

 次に、議案第２２号、平成２６年度長与町水道事業会計補正予算（第２

号）につきまして、予算書の１ページをお開きください。 

 今回の補正は、第２条収益的収入及び支出の収入で、第１款水道事業収益、

第１項営業利益を１,８５０万円の減額補正を行い、総額を７億７,５２８万

９,０００円といたしております。これは、給水収益の減収によるものでご

ざいます。近年の水需要は、節水型家電の普及のみならず、資源循環型社会

の定着による節水意識の高まり、平成２６年度４月からの消費税増税による

経済的自己防衛等により減少傾向にあります。そのような中、さらなる減収

の要因となったのが、昨年７月から８月の長雨であり、８から１０月までの

給水収益は前年同期間のマイナス９２０万円、２６年４月から２７年１月ま

での給水収益減少累計額は、前年度と比較してマイナス１,３５０万円とな

ったことから、営業収益の減額を行うものであります。 

 以上が、今回の補正の内容でございます。 

 次に、議案第２３号、平成２６年度長与町下水道事業会計補正予算（第１

号）について、予算書の１ページをお開き願います。 

 今回の補正は、第２条、収益的収入及び支出の収入で、第１款下水道事業

収益を５３３万６,０００円の増額補正を行い、収益総額を１１億１,８５１

万６,０００円といたしております。主なものは、長期前受け金戻し入れの

増額でございます。また、支出におきましては、第１款下水道事業費の１,

８８９万円の減額を行い、費用総額を９億３,２９４万円といたしておりま

す。主なものは管渠費、処理場費の減額及び職員給与費の減額でございます。 

 次に、第３条資本的収入及び支出の収入で、第１款資本的収入では、８５

０万円を減額し、総額を３,７７３万３,０００円といたしております。これ

は、国庫補助金の要望額に対し交付決定額が下回ったためでございます。ま

た、支出につきましては、第１款資本的支出を２,１４１万３,０００円の減

額を行い、総支出額を３億４,５３２万８,０００円といたしております。主

な内容は、国庫補助金の交付決定額が過少となったことに伴い、建設改良費

の減額を行ったことでございます。なお、資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額３億７５９万５,０００円は、当年度分消費税及び地方消費税



－ 27 －

資本的収支調整額３４８万８,０００円、過年度分損益勘定留保資金５,９８

７万６,０００円及び減債積立金２億４,４２３万１,０００円で補填する予

定としております。 

 予算書の２ページをお開き願います。第４条、予算第８条に定めた議会の

議決を経なければ流用することのできない経費の金額のうち、１、職員給与

費を６５６万６,０００円減額し、７,６７９万８,０００円といたしました。

人事異動に伴うものが主なものでございます。 

 以上が、今回の補正予算の主な内容でございます。 

 なお、議案の後に、長与町下水道事業会計補正予算（第１号）に関する説

明書を添付いたしております。 

 以上でございます。 

議  長 （山口経正議員） 

 場内の時計で１１時１０分まで休憩します。 

（休憩１０時５６分～１１時１０分） 

議  長 （山口経正議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 日程第２７、議案第２４号、平成２７年度長与町一般会計予算、日程第２

８、議案第２５号、平成２７年度長与町駐車場事業特別会計予算、日程第２

９、議案第２６号、平成２７年度長与町国民健康保険特別会計予算、日程第

３０、議案第２７号、平成２７年度長与町後期高齢者医療特別会計予算、日

程第３１、議案第２８号、平成２７年度長与町介護保険特別会計予算、日程

第３２、議案第２９号、平成２７年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理

事業特別会計予算、日程第３３、議案第３０号、平成２７年度長与町水道事

業会計予算、日程第３４、議案第３１号、平成２７年度長与町下水道事業会

計予算、日程第３５、議案第３２号、長与町固定資産評価審査委員会委員の

選任について、日程第３６、議案第３３号、人権擁護委員の推薦についてを

一括議題とします。 

 ただいま一括議題としています議案について、提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

町  長 （吉田愼一君） 

 それでは、議案第２４号から第３３号までの提案理由を御説明を申し上げ

ます。 

 まず、議案第２４号、平成２７年度長与町一般会計予算について、予算書

の１ページをお願いいたします。平成２７年度一般会計予算の総額を１１７

億３,９８２万円といたしております。この予算規模は、平成２６年度に比

べて４億７,２０５万２,０００円、率にしておよそ３.９％の減となってお

ります。 

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、２ページから７ペー

ジまでの第１表、歳入歳出予算に掲載しておりますが、その主なものを御説

明いたします。歳入の１款町税は、４２億１,０４６万４,０００円を計上い

たしました。前年度比４,２８３万３,０００円の減額ございます。個人及び
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法人町民税の減額と評価がえに伴う固定資産税の減額が主な要因でございま

す。２款地方譲与税から８款地方特例交付金までについては、平成２５年度

決算額及び平成２６年度の歳入状況を考慮し、合わせて１億８,０９９万９,

０００円の増額で計上いたしました。 

 ３ページの９款地方交付税と１０款交通安全対策特別交付金は前年度同額

を計上いたしております。１１款分担金及び負担金では、児童福祉費負担金

の保育料、清掃費負担金の長与・時津環境施設組合派遣職員給与負担金など、

２億７,９１７万７,０００円を計上いたしております。前年度比２,１５８

万７,０００円の増額でございます。これは、児童福祉費負担金の増額が主

な要因でございます。１２款使用料及び手数料では、都市計画使用料、住宅

使用料やごみ・し尿収集手数料など、合わせて１億４,９９７万１,０００円

を計上いたしました。前年度比５５５万６,０００円の増額でございます。

１３款国庫支出金は、１５億９,７５０万円を計上いたしました。前年度比

５,３６５万２,０００円の増額でございます。これは、制度改正に伴う保育

所運営費負担金及び臨時福祉・子育て世帯臨時特例給付金事業費補助金の増

額が主な要因となっております。１４款県支出金は、９億４,０７７万２,０

００円を計上いたしております。前年度比１億５,８９０万３,０００円の増

額計上であります。内容は、保育所運営費負担金、安心こども基金事業費補

助金の増額などが主な要因となっております。１５款財産収入は、１２８万

円で、前年度比１,０９６万３,０００円の減額計上となっており、普通財産

売り払い収入の減が要因であります。 

 ４ページをお願いいたします。１６款寄附金は、前年度と同額計上でござ

います。１７款繰入金は、１項特別会計繰入金のほか、２項財源調整として

財政調整基金、減債基金からの繰り入れと特定目的基金からの繰り入れを合

わせて７億３,８５１万円を計上いたしております。前年度比４億１,５２６

万９,０００円の減額で、財政調整基金及び減債基金を前年度比４億８,０５

２万９,０００円減額している一方、地域福祉ボランティア基金の繰り入れ

を増額したことが主な要因でございます。１８款繰越金は、前年度と同額計

上でございます。１９款諸収入では、１億３,９７３万６,０００円を計上い

たしました。前年度比１,０１１万円の増額計上であります。小規模企業創

業支援資金預託金元利回収金の新規計上が増額の主な要因でございます。２

０款町債は、１１億２,４９０万円を計上いたしました。４億３,３７９万４,

０００円の減額となっております。これは、借換債の発行の減が主な要因で

ございます。 

 次に５ページからの歳出につきまして、主な内容を御説明申し上げます。

１款議会費では、１億５,２５５万７,０００円の計上で、前年度比１,０７

９万３,０００円の減額となっております。主な要因は、議員定数の減に伴

うものでございます。２款総務費は、１４億５８１万６,０００円で、前年

度比１億２,４６０万５,０００円の減となっております。主な増減は、１項

総務管理費で国民体育大会推進事業費の廃目４項選挙費で県議会議員及び町

議会議員一般選挙費の新規計上、５項統計調査費で国勢調査に係る経費の増
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額計上でございます。３款民生費は、４３億４,３９１万４,０００円で、前

年度比４億８,８９３万１,０００円の増となっております。１項社会福祉費

の国民健康保険費及び臨時福祉給付金給付事業費の増額計上、２項児童福祉

費の児童福祉総務費及び児童福祉運営費の増額が主な要因であります。４款

衛生費は、８億９,３６３万９,０００円の計上で、前年度比１億７,５０４

万８,０００円の減となっております。２項清掃費で、長崎市へ委託してお

りましたごみ処理費の減額が主な要因でございます。５款労働費は、３,５

１１万２,０００円で、前年度比１０１万１,０００円の増額計上でございま

す。６款農林水産業費は、１億９,３３３万３,０００円で、前年度比４４万

７,０００円の減額計上でございます。１項農業費の農業総務費を減額する

一方、農業振興費を増額計上いたしております。 

 ６ページをお願いいたします。７款商工費は、６,４４７万３,０００円で、

前年度比１,０３５万７,０００円の増額計上でございます。１項商工費の商

工振興費で小規模企業創業支援資金預託金の新規計上が主な要因でございま

す。８款土木費は、１７億５,２７４万８,０００円で、前年度比３億６,０

４１万７,０００円の減額計上でございます。主な要因は、２項道路橋りょ

う費及び５項都市計画費の減額計上でございます。９款消防費は、４億４,

３９８万７,０００円で、前年度比２,８９８万５,０００円の増額計上をい

たしております。消防施設費での消防格納庫建設に係る経費の計上が増額の

主な要因であります。１０款教育費は、１１億３,５４６万６,０００円で、

前年度比７,４７６万８,０００円の増額計上となっております。主な増減は、

２項小学校費の屋内運動場整備工事、７項保健体育費の体育施設整備工事の

増額及び共同調理場給食調理器具の取りかえ工事費を新規計上する一方、４

項幼稚園費の就園奨励費補助金を減額したものが主な要因となっております。

１１款災害復旧費では、１,１６０万８,０００円で、前年度と同額計上とな

っております。 

 ７ページの１２款公債費では、１２億８,７１６万６,０００円の計上で、

前年度比４億４７９万４,０００円の減額計上であります。平成２６年度に

計上した借りかえに伴う起債償還分がなくなったことによる減額分が主な要

因でございます。１３款諸支出金及び１４款予備費は、前年度同額を計上い

たしております。 

 以上が歳入歳出予算の主な内容でございます。 

 ８ページをお願いいたします。第２表、債務負担行為では、公用車リース

料、以下１０件について、期間及び限度額を定めております。 

 ９ページをお願いいたします。第３表、地方債では、土地区画整理事業、

以下６件について、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法

を定めております。 

 以上が当初予算の主な内容でございます。議案の後に、平成２７年度長与

町一般会計予算に関する説明書を添付いたしております。また、平成２７年

度長与町一般会計予算にかかる主要な施策に関する説明書につきましても、

あわせて御参照をいただきます。 
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 次に、議案第２５号、平成２７年度長与町駐車場事業特別会計予算につい

て、予算書の１ページをお開き願います。平成２７年度の駐車場事業特別会

計の予算総額は、歳入歳出それぞれ６９７万６,０００円とするものでござ

います。この予算額は、前年度より１０万３,０００円、１.５％の減額とな

っております。歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１

表、歳入歳出予算によります。第２条の一時借入金の借り入れ最高額は５０

０万円と定めております。 

 それでは、歳入につきまして説明いたします。２ページをお開き願います。

歳入の主なものとしましては、１款使用料及び手数料、１項使用料６９７万

３,０００円を計上いたしております。 

 次に、歳出について御説明いたします。３ページをお開き願います。１款

総務費、１項総務管理費は、６６７万５,０００円を計上いたしております

が、駐車場管理委託料が主なものございます。２項繰出金は、存目としてお

ります。２款予備費は、３０万円を計上いたしております。なお、本予算の

内容につきましては、予算に関する説明書を添付いたしておりますので、御

参照賜りたいと思います。 

 次に、議案第２６号、平成２７年度長与町国民健康保険特別会計予算につ

いて、予算書の１ページをお開きください。第１条は、予算の総額を歳入歳

出それぞれ４９億７,０８１万６,０００円と定めるものでございます。この

予算額は、前年度より１２.３％の増額となっております。歳入歳出予算の

款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表、歳入歳出予算によります。 

 第２条の一時借入金の借り入れの最高額は、５億円と定めております。 

 第３条は、歳出予算の流用に関する規定でございます。 

 それでは、歳入から御説明いたします。予算書の２ページをお開き願いま

す。１款国民健康保険税は、前年度比０.８％の増額を見込み、計上いたし

ております。３款国庫支出金、１項国庫負担金は、医療費や後期高齢者支援

金などの支出見込み額により算定したものです。２項国庫補助金は、前年度

比１２％の増で計上いたしております。これにつきましては、財政調整交付

金のうち、調整対象需要額と調整対象収入額の差が大きくなるため、普通調

整交付金が増額になると見込んでおります。４款療養給付費交付金は、退職

被保険者等に係る医療費等の支出により交付されるものですが、退職年金の

支給開始年齢が引き上げられたことなどに伴い、退職被保険者数の減少した

ことが要因で、前年度比１６.８％減で計上いたしております。５款前期高

齢者交付金は、２５年度精算額を含め、前年度比２％減で計上いたしており

ます。６款県支出金、１項県負担金は、高額医療費共同事業負担金２,０８

３万８,０００円と特定健康診査等負担金６６５万５,０００円の合計額で、

同額を国庫負担金にも計上いたしております。２項県補助金は、医療費や特

別調整交付金などの見込みにより算定したもので、前年度比１３.７％減で

計上いたしております。７款共同事業交付金は、前年比１２１.４％増を計

上いたしております。大幅な増となっております理由といたしましては、保

険財政共同安定化事業の対象医療費がこれまで３０万円以上８０万円以下で
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あったものが、平成２７年度から、１円以上８０万円以下となり、交付金の

対象となる医療費が大幅にふえるためです。これにより、８０万円を超える

医療費が対象となっている高額医療費共同事業とあわせて、全ての医療費を

県内の市町国保間でお互いに支え合う仕組みとなります。これは、平成３０

年度からの国保の県単一化へ向けての一つの大きな変更点となります。９款

繰入金、１項他会計繰入金は一般会計繰入金で、前年度比１５％増を計上い

たしております。これは、平成２６年度から低所得者への軽減対象が拡充さ

れたことに伴い、保険基盤安定負担金が増額となったことが主な要因でござ

います。１０款繰越金、１１款雑入については、前年度と同額を計上してお

ります。 

 次に、歳出について御説明いたします。４ページをお開き下さい。１款総

務費は、３.６％の増となっております。主なものとして、新たに収納推進

専門員１名を雇用し、収納率の向上に努めていきたいと考えております。２

款保険給付費は、前年度比０.８％の増となっております。その内容といた

しましては、一般被保険者の給付費は増加を見込んでおりますが、退職被保

険者等につきましては、被保険者数の減少により、減額計上いたしておりま

す。３款後期高齢者支援金は、前年度比１.５％の減で、平成２７年度概算

分と平成２５年度精算分を計上しております。４款前期高齢者納付金は、前

年度比２７.８％の減で、平成２７年度概算額及び平成２５年度分の精算額

により計上しております。６款介護納付金は、前年度比１２％の減でござい

ます。これは、介護報酬の見直しが行われることにより、介護給付費等の見

込み額が減少することと、２号被保険者数の減少が主な要因です。７款共同

事業拠出金は、前年度比１２１.４％の増で、この増額については、歳入で

御説明いたしましたように、対象となる医療費規模が拡大したため、拠出金

の額も大幅に増額となっております。 

 ５ページをお開き下さい。８款保健事業費、１項特定健康診査等事業費は、

前年度比１１.３％の増となっております。平成２７年度の健診受診率と保

健指導実施率をそれぞれ５０％として計上しております。２項保健事業費は、

保健衛生普及費２８７万９,０００円と疾病予防費１,１３２万２,０００円

を計上いたしておりますが、前年度比２.１％の減となっております。新た

な事業といたしまして、血液検査による胃がんリスク検診の予算を計上して

おります。対象者については、特定健診の対象者で年度内に４０歳になる方

から５歳刻みでの実施を予定しております。１０款公債費につきましては、

一時借入金の利子として前年度と同額を計上しております。１１款諸支出金、

１項償還金及び還付加算金につきましては、還付加算金について増額計上を

いたしております。１２款予備費につきましては、前年度と同額を計上して

おります。 

 なお、説明資料といたしまして、平成２７年度長与町国民健康保険特別会

計予算に関する説明書を添付いたしておりますので、御参照いただきたいと

思います。 

 次に、議案第２７号、平成２７年度長与町後期高齢者医療特別会計予算に
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ついて、予算書の１ページをお開きください。第１条において、平成２７年

度長与町後期高齢者医療特別会計予算の総額を、歳入歳出それぞれ４億３,

３７３万８,０００円といたしております。この予算規模は、前年度に比べ

て７６３万４,０００円の１.８％増となっております。 

 それでは、歳入歳出の主なものについて御説明いたします。予算書の２ペ

ージをお開きください。歳入でございます。１款後期高齢者医療保険料は、

３億５,０３４万２,０００円を計上いたしております。前年度に比べて１.

３％の増となっております。２款使用料及び手数料は督促手数料でございま

す。３款繰入金８,２６３万９,０００円は一般会計からの繰入金で、事務費

繰入金として１,８８２万４,０００円、保険基盤安定繰入金６,３８１万５,

０００円を計上いたしております。４款繰越金は、存目計上でございます。

５款諸収入は、償還金及び還付加算金の他は存目計上でございます。 

 次に歳出について、御説明いたします。予算書の３ページをお開き下さい。

１款総務費、１項総務管理費４００万８,０００円は、一般事務に係る経費

を計上しております。２項徴収費２２９万７,０００円は徴収に係る経費を

計上しております。平成２７年度から、保険料のコンビニ収納を予定してお

り、その手数料を計上しております。２款１項後期高齢者医療広域連合納付

金４億２,５７３万４,０００円は、広域連合への保険料等の納付金でござい

ます。３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金は６９万８,０００円、２

項繰出金は、存目計上でございます。４款予備費は、１００万円を計上いた

しております。 

 以上が平成２７年度長与町後期高齢者医療特別会計予算の主な内容でござ

います。なお、説明資料といたしまして、平成２７年度長与町後期高齢者医

療特別会計予算に関する説明書を添付いたしておりますので、御参照いただ

きたいと存じます。 

 次に、議案第２８号、平成２７年度長与町介護保険特別会計予算について、

予算書の１ページをお開きください。第１条第１項において、平成２７年度

保険事業勘定の総額を歳入歳出それぞれ２７億５,５１５万７,０００円、介

護サービス事業勘定の総額を歳入歳出それぞれ２,１６６万２,０００円とい

たしております。この予算規模は、前年度に比べて、保険事業勘定が４,９

８８万５,０００円の１.８％増、介護サービス事業勘定が２４７万８,００

０円の１２.９％増となっております。 

 それでは、歳入歳出の主なものについて、御説明をいたします。予算書の

２ページをお開きください。保険事業勘定の歳入でございます。１款保険料

は、第１号被保険者の保険料を６億４,０１７万８,０００円計上いたしてお

ります。２款使用料及び手数料は、督促手数料でございます。３款国庫支出

金、１項国庫負担金は介護給付費負担金４億９,７９３万７,０００円を、２

項国庫補助金は調整交付金、地域支援事業交付金を８,９００万８,０００円

計上しております。４款支払い基金交付金は、第２号被保険者の保険料相当

分で、介護給付費交付金、地域支援事業支援交付金を７億４,６０１万５,０

００円計上いたしております。５款県支出金、１項県負担金は、介護給付費
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負担金を３億６,１１４万７,０００円、２項県補助金は、地域支援事業交付

金を７３６万５,０００円計上しております。６款財産収入は、存目計上で

ございます。７款繰入金、１項一般会計繰入金は、介護給付費繰入金、地域

支援事業繰入金及びその他一般会計繰入金のほか、平成２７年度より創設さ

れました低所得者に対する保険料軽減措置分の公費負担分の繰入金として、

低所得者保険料軽減繰入金など、合計３億９,８９９万８,０００円を計上い

たしております。８款繰越金は、１,４４５万円を計上いたしております。

９款諸収入は、全て存目計上でございます。 

 ３ページをお開きください。次に、歳出について御説明いたします。１款

総務費、１項総務管理費は、１,４３４万１,０００円を計上いたしておりま

す。２項徴収費は、介護保険料徴収嘱託員報酬のほか、平成２７年度から保

険料のコンビニ収納を予定しており、その手数料を含め４９７万２,０００

円を計上しております。３項介護認定審査会費は、認定審査会、認定調査に

係る経費を３,４８４万８,０００円計上いたしております。４項趣旨普及率

は、１４７万８,０００円計上いたしております。５項介護保険運営協議会

費は、３６万２,０００円計上いたしております。２款保険給付費、１項介

護サービス等諸費は、要支援及び要介護の認定を受けた方が利用するサービ

ス費を支払う経費で、前年度と比べて２.１％増の２６億４,３３４万４,０

００円計上いたしております。３款地域支援事業費は、１項介護予防事業費

として、２次予防事業費、１次予防事業費合わせて２,１００万円を計上い

たしております。２項包括的支援事業・任意事業費は、２,４００万円を計

上いたしております。４款基金積立金は、存目計上でございます。５款交際

費は５０万円計上いたしております。６款諸支出金は、保険料還付金等で３

１万１,０００円計上いたしております。７款予備費は、１,０００万円を計

上いたしております。 

 次に、介護サービス事業勘定について御説明いたします。４ページをお開

きください。歳入でございます。１款サービス収入、１項介護予防給付費収

入は、地域包括支援センターが行う要支援１、要支援２の方のケアプラン作

成の収入として２,１６６万円計上いたしております。２款繰越金及び３款

諸収入については、存目計上でございます。 

 次に、歳出でございます。５ページをお開きください。１款事業費、１項

指定介護予防支援事業費は、ケアマネジャーの報酬、居宅事業者へのケアプ

ラン作成委託料など、２,１６６万２,０００円計上いたしております。 

 以上が平成２７年度長与町介護保険特別会計予算の主な内容でございます。 

 なお、説明資料といたしまして、平成２７年度長与町介護保険特別会計予

算に関する説明書を添付いたしておりますので、御参照いただきたいと存じ

ます。 

 次に、議案第２９号、平成２７年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理

事業特別会計予算について、予算書の１ページをお開き願います。平成２７

年度の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９億８,８７１万９,０００

円で事業の推進を図りたいと考えております。 
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 歳入歳出の主なものについて、御説明をいたします。２ページをお開きく

ださい。歳入の１款国庫支出金、１項国庫補助金として、高田南土地区画整

理事業費補助金３億２,１５０万円を計上いたしております。２款県支出金、

１項県補助金ですが、高田南土地区画整理補助金として、６,５００万円を

計上いたしております。３款繰入金、１項一般会計繰入金は、６億２１万５,

０００円を計上いたしております。４款繰越金、１項繰越金は、２００万円

を計上いたしております。 

 続きまして、歳出について御説明いたします。３ページをお開き願います。

１款土木費、１項都市計画費は、８億９,００５万７,０００円を計上いたし

ております。事業内容としましては、主に南東部補強土壁工事、区画道路整

備工事及び造成工事、建物移転補償等を予定いたしております。２款公債費、

１項公債費につきましては、起債償還金９,６６６万２,０００円を計上いた

しましております。３款予備費、１項予備費は、２００万円を計上いたして

おります。 

 以上が平成２７年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事業特別会計予

算の主な内容でございます。 

 なお、議案の後に、平成２７年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理事

業特別会計予算に関する説明書を添付しております。 

 次に、議案第３０号、平成２７年度長与町水道事業会計予算について、予

算書の１ページをお開き願います。第２条の業務の予定量としまして、平成

２７年度末給水戸数を１万５,５６８戸、年間総給水量を３５１万３,１８３

立方メートル、１日平均給水量を９,５９９立方メートルと見込んでおりま

す。第３条の収益的収入及び支出の収入では、第１款水道事業収益７億６,

８５２万２,０００円を見込んでおります。この主なものは、水道料金の６

億６,３５５万８,０００円でございます。 

 支出では、第１款水道事業費用７億２,３０２万１,０００円を予定いたし

ております。この主なものは、水道施設等の維持管理費６億６,５４８万２,

０００円及び企業債の支払い利息など、４,２６７万９,０００円でございま

す。第４条の資本的収入及び支出の収入では、第１款資本的収入９,１６０

万円を見込んでおります。これは、榎の鼻土地区画整理事業に係る水源負担

金、高田南配水管布設工事に係る工事負担金及び分岐工事負担金でございま

す。支出では、第１款資本的支出３億７,９８９万５,０００円を予定いたし

ております。この主なものは、道ノ尾配水池築造工事及び三根・本川内地区

導配水管布設がえ工事などの建設改良費２億１,８０８万９,０００円及び企

業債償還金１億５,９８０万６,０００円でございます。なお、資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額２億８,８２９万５,０００円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額８３２万９,０００円及び過年度分

損益勘定留保資金８,１８５万８,０００円、当年度分損益勘定留保資金３,

８３０万２,０００円、減債積立金１億５,９８０万６,０００円で補填する

予定でございます。 

 ２ページをお開き願います。第５条債務負担行為では、水道料金・下水道
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使用料システムリース料（追加分）以下３件について、期間及び限度額を定

めております。次に、第６条の一時借入金の限度額は、３億円といたしてお

ります。第７条の予定支出の各項の経費の金額の流用につきましては、営業

費用と営業外費用及び特別損失との間といたしております。第８条の議会の

議決を経なければ流用することのできない経費は、職員給与費１億３,２５

２万円及び交際費１０万円といたしております。第９条の棚卸資産購入限度

額は、１,０２５万１,０００円を予定いたしております。 

 以上が平成２７年度長与町水道事業会計予算の主な内容でございます。 

 なお、議案の後に、平成２７年度長与町水道事業会計予算に関する説明書

を添付いたしておりますので、御参照ください。 

 次に、議案第３１号、平成２７年度下水道事業会計予算について、予算書

の１ページをお開き願います。第２条の業務の予定量としまして、年度末排

水戸数を１万５,４９６戸、年間総排水量を４４５万３,０５０立方メートル、

一日平均排水量を１万２,２００立方メートルと見込んでおります。また、

建設改良事業として、１億６,５１７万８,０００円のうち、国庫補助対象事

業を６,８００万円行う予定としています。第３条の収益的収入及び支出の

収入では、第１款下水道事業収益１０億５,０５２万円と見込んでおります。

ここの主なものとしまして、営業収益の６億３,６６５万４,０００円、主に

下水道使用料６億３,３２４万円でございます。営業外収益では、４億１,３

８６万５,０００円、主なものでは、一般会計補助金１億７,８００万円及び

長期前受け金戻し入れ２億２,３１８万５,０００円でございます。 

 支出では、第１款下水道事業費９億７,０１４万８,０００円を予定してお

ります。主なものとしましては、営業費用の８０億５,８２９万４,０００円

でございます。主な内訳としまして、下水道施設の維持管理費等に要する費

用として、管渠費、処理場費、また、減価償却費として４億４,７６４万４,

０００円などを計上しております。営業外費用では、１億３３５万４,００

０円を計上しており、主に企業債利息及び消費税等に関する費用となってお

ります。そのほか、特別損失、予備費を計上しております。第４条の資本的

収入及び支出の収入では、第１款資本的収入１億６,３７１万４,０００円を

見込んでおります。内訳としましては、建設改良費への充当分として、企業

債１億１,５９０万円、国庫補助金３,４００万円、また、受益者負担金の１,

３８１万４,０００円を見込んでおります。 

 支出では、第１款資本的支出４億１,４６７万５,０００円を予定いたして

おります。内訳といたしまして、建設改良費１億６,７９０万７,０００円、

企業債償還金２億４,７５６万８,０００円、そのほか、予備費の１００万円

でございます。主な建設改良事業といたしまして、長与浄化センター及び汚

水管渠等の下水処理施設に係る長寿命化計画の策定並びに管渠の改築、更新

事業を行う予定といたしております。以上により、資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額２億５,０９６万１,０００円、当年度分消費税及び地

方消費税、資本的収支調整額５１９万３,０００円及び減債積立金２億４,５

７６万８,０００円で補填する予定といたしております。 
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 第５条の債務負担行為につきましては、水洗便所改造資金に対する利子補

給補助金として、住民が借り入れた資金に対して、平成２８年度から平成３

２年度までの期間に金融機関へ支払う利息相当額を限度額とし、債務の負担

を行う予定としております。 

 上記事業に伴い、借入資金に対する債務不履行時の損失補償として、借入

金の償還期限到来後３か月を経過した日から履行の日までの期間につき、元

金及び遅延利息の合計額を限度額とし、債務の負担を行う予定としておりま

す。そのほか、２件の債務負担を行う予定としております。 

 ２ページをお開き願います。第６条企業債の発行については、建設改良費

に伴う企業債として１億１,５９０万円を証書発行により、年利率５％以内

で借り入れを行う予定といたしました。第７条の一時借入金につきましては、

借入限度額を３億円としております。第８条の予定支出の各項の経費の金額

の流用につきましては、営業費用と営業外費用間において予算の流用を可能

とすることをお願いするものでございます。第９条の議会の議決を経なけれ

ば流用することのできない経費につきましては、職員給与費６,９８０万８,

０００円及び交際費１０万円を予定しています。第１０条の他会計からの補

助金につきましては、一般会計からの補助金として１億７,８００万円の収

入を予定いたしました。これは企業債利息等の支出財源とする予定としてい

ます。 

 なお、議案の後に、長与町下水道事業会計予算に関する説明書を添付をし

ております。 

 次に、議案第３２号、長与町固定資産評価審査委員会委員の選任について。 

 現在、長与町固定資産評価審査委員会委員として御尽力をいただいており

ます尾上賢二氏の２期目の任期が、平成２７年３月９日をもって任期満了と

なりますので、再度選任をお願いいたしたく地方税法第４２３条の規定によ

り、御提案を申し上げる次第でございます。 

 尾上氏は、吉無田郷青葉台に居住され、長崎商工会議所税務相談所に勤務

後、現在、税理士として長与町内で事務所を開設しておられます。町内の状

況もよく把握されておられますし、固定資産評価審査委員として適任である

と確信をいたしておりますので、議会の御同意を賜りますようお願いを申し

上げる次第でございます。 

 次に、議案第３３号、人権擁護委員の推薦について。 

 平成２１年７月１日から現在に至るまでの２期、人権擁護委員として御尽

力を賜りました田中嘉昭氏の任期が、本年の６月末日をもって満了となりま

す。そこで、人権擁護委員として再度、田中氏を法務大臣に推薦したいので、

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求めるものでござ

います。 

 田中氏は、平成１５年３月に長崎県庁を退職され、これまでに町の各種委

員を歴任するなど、本町の行政運営に尽力されてきた方でございます。人格

識見ともに高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について深い御理解のあ

る方と確信しておりますので、御審議の上、御意見を賜りますようよろしく
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お願い申し上げます。 

 以上をもちまして、提案理由の説明を終わります。御審議のほど、よろし

くお願い申し上げます。 

議  長 （山口経正議員） 

 日程第３７、長与町議会改革推進調査特別委員会報告を議題とします。 

 本件について、特別委員会委員長の報告を求めます。 

 長与町議会改革推進調査特別委員会委員長。 

議会改革等 （喜々津英世議員） 

調査特別委員長  議長から許可をいただきましたので、長与町議会改革推進調査特別委員会

の調査結果について委員長報告をさせていただきたいと思います。 

 まず、この特別委員会の報告に当たり、前提となります長与町議会改革調

査特別委員会にも若干触れさせていただきたいと思います。皆さん、お手元

の資料の一番末尾、１６ページをお開きいただきたいと思います。 

 別紙６として、これまでの議会改革参考としてまとめておりますので、ご

らんいただきたいと思います。 

 議会改革調査特別委員会につきましては、議長諮問で議会運営委員会に提

案をされ、平成２３年９月の第３回定例会で全会一致で設置を決めました。

議会基本条例、議員定数、会派制、議員政治倫理条例などについて調査研究

を行いました。この検討の過程で議会運営委員会に引き継ぎ、成立、決定し

た事項も多くありました。なお、議会議員定数条例は、議員発議で成立した

ものではありませんけれども、この特別委員会で多くの時間をかけて検討を

したものでもあり、参考までに掲載をいたしております。議会改革の成果に

つきましては、それぞれ委員会ごとにまとめておりますので、御参照いただ

きたいと思います。 

 この特別委員会設置の最大の目的は、議会基本条例策定のための調査研究

であります。しかし、議員定数問題を優先して協議を行ったため、特別委員

会設置から約２年後の平成２５年９月定例会で、前文及び９章２１条から成

る長与町議会基本条例を制定をいたしております。議会基本条例の前文で、

長与町議会は議会改革をさらに進めるため、議会の役割と責任及び議会と議

員の活動理念を明確にし、さらに、町民とともにを基軸とした議会基本条例

を定めることで、町政及び議会は町民のものであることを明らかにし、町民

の幸せと町政の発展に貢献しなければならない。同時に、町民に信頼される

議会づくりには、この条例を遵守し、実践することが必要不可欠であるとい

うふうにうたっております。ここら辺が前提になりまして、議会改革推進調

査特別委員会が設置をされたわけであります。 

 本題に入ります。１ページをごらんいただきたいと思います。時計文字の

大きな１では、特別委員会の基本的事項として４項目を記載しております。

設置の経緯につきましては、議会基本条例に基づく議会改革をさらに進め、

前文に集約された事柄、条例に定める事項の具現化に向けて所用の整備を行

うもので、議長の強いリーダーシップのもと、議会運営委員会を経て、平成

２５年１２月１６日の本会議で、議員提案の発議第６号として全会一致で可
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決し、設置をいたしました。調査の目的につきましては、長与町議会基本条

例に関する議会改革推進についてということと、その他、議会改革推進に関

すること、大きくこの２項目でありました。委員定数につきましては、議長

を除く全議員１８人といたしました。調査期間については、調査が終了する

までとし、閉会中も継続して調査することができるといたしております。 

 次の大きな２では、委員会構成について記載をいたしております。２５年

１２月２５日の第１回特別委員会で、具体的作業チームとして議会改革起案

小委員会の設置を決めました。委員等の名称等につきましては、１５ページ

の別紙５を参照いただきたいと思います。 

 次に、２ページをお開きいただきたいと思います。次の３では、調査項目

として、３項目に分けて記載をしています。１の項目の①として、広報広聴

機能の充実についてでは、議会広報広聴委員会設置等住民懇談会の開催要綱

を検討いたしました。長与町議会が目指す議会像、町民とともに歩む議会の

実現のためには、広報広聴機能の充実は必要不可欠であるとの認識で取り組

みましたが、最終的には、議会運営委員会に引き継ぎ、議会広報調査特別委

員会が設置されました。住民懇談会実施要綱も制定をいたしております。な

お、４月の改選から広報広聴機能の充実のため、広報と広聴の２つの特別委

員会を合わせた議会広報広聴常任委員会となり、町民に開かれた議会を目指

す重要な役割を担うことになります。 

 ②の議案書等の公開についてでは、一般質問通告書の公開、議案書、説明

資料を含むの公開を検討いたしました。本会議での審議及び委員会審査にお

いては、町民にわかりやすい議論を行うために必要と判断し、一般職も通告

書につきましては、配布及びホームページでの公開、議案書につきましては、

閲覧による公開を決定いたしました。 

 また、提出議案等調書、いわゆる概要書でありますけれども、これはホー

ムページでも公開をいたしております。なお、今後議案書等のホームページ

での公開につきましては、執行部側と引き続き協議をする必要があると思い

ます。 

 ③の正副議長立候補者の所信表明についてでは、改選からの実施に向けて

要領を検討いたしました。議会における選挙は、地方自治法第１１８条第１

項の規定により、制度的に立候補制がとれません。しかし、その職を志願す

る者が、議会の運営及び議会改革などに係る所信を表明することは、正副議

長選出過程の透明性の確保、町民への説明責任を果たすことにもなり、初議

会において、所信表明の場を設けることといたしました。 

 ④の政策討論会についてでは、議会報告会や住民懇談会での意見、要望等

に対処し、製作、立案、提言に資するために開催できるよう検討し、制定を

いたします。 

 ⑤の自由討議につきましては、議会基本条例では、議案の審査、審議を行

う場合、議員間で自由討議が実施できることを定めております。２６年第４

回定例議会から会期日程が変更になり、初日に議案上程があることから、実

施しやすい環境になりました。まだ実施がされておりませんけれども、この
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実現に向けて所用の整備が必要で、今後の検討に委ねることといたしており

ます。 

６の会議規則委員会条例、傍聴規則議会運営に関する先例集との整合性につ

いては、議会基本条例に基づく議会改革の具現化を図る上で、会議規則等と

の整合性を図る必要があることから検討いたしましたが、①と同様に、最終

的には議会運営委員会に引き継ぎ、所用の改定を行っております。 

 ２の調査研究につきましては、小委員会を１５回、特別委員会を９回開催

し、２７年２月４日の特別委員会で調査を終了いたしました。詳細は、４ペ

ージから６ページの別紙１でまとめておりますので、御参照ください。 

 ３の制定した要綱につきましては、相当な日数、時間をかけて広範囲な検

討を行いましたが、先ほど申し上げましたとおり、議会運営委員会へ引き継

ぎなどにより、次の３件の要綱等の策定となりました。 

 １の長与町議会における議案書等の公開に関する要綱、これは先ほど説明

しましたので、これは７ページから８ページに別紙２としてまとめておりま

す。御参照ください。 

 それから、２番目の正副議長志願者の所信表明実施要領、これは２７年４

月３０日から施行するようにしておりますけれども、これにつきましては、

９から１０ページに別紙３としてまとめております。また、長与町議会政策

討論会に関する要綱、これは２７年２月６日施行となっております。これに

つきましては、１１ページから１２ページに載せております。また、この政

策討論会に関する開設を１３から１４ページに別紙４としてまとめておりま

すので、御参照いただきたいと思います。詳細については、先ほど申し上げ

ましたので説明を省略させていただきます。 

 終わりにということで、議会は議会基本条例の制定を初め、さまざまな議

会改革を行ってまいりました。一般質問通告書、議案書等の公開、議会ホー

ムページやフェイスブックでの情報発信、議会放映、議会だよりでの議会情

報の公開など、他の議会に負けない情報を提供していると考えます。しかし、

議会に対する町民の関心度、期待度は向上したのか疑問符がつきます。議会

報告会を開催しても参加者が少ない、議会の傍聴もまばらであるというのが

実態であると思います。今後、議会に対し関心を持ってもらう仕掛けが課題

であると考えます。町民による選挙で選ばれた議員は議会を構成し、同じく

選挙で選ばれた町長は執行機関としての役割を担う二元代表制のもと、とも

に町政発展と町民福祉の向上に大きな責任を負っています。議員には、多様

な民意の的確な把握と議決機関、監視機関の一員として、町民の負託に応え

る活動が求められています。議会が改革を続けるならば、政策立案や政策提

言、監視機能を通じて、町政の発展と町民福祉の向上につながると確信いた

しております。傍聴などが少なくても、町民は議会を見ています。町民とと

もに歩む議会の実現を目指し、議会基本条例を遵守し、議会改革の歩みを進

めなければならないと考えております。 

 最後に、本特別委員会の調査に御尽力いただきました関係各位、お礼を申

し上げたいと思います。 



－ 40 －

 以上をもちまして、長与町議会改革推進調査特別委員会の委員長報告を終

わらせていただきます。どうも長い間、ありがとうございました。 

議  長 （山口経正議員） 

 これにて本日の日程は終了します。 

 本日はこれで散会します。お疲れさまでした。 

                            （散会 １２時０２分） 


